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Administrator
テキストボックス
①②③は同一でも可


	第１　個人番号
	１　個人番号の指定及び通知
	ア　市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）は、新たに住民票コードを記載した場合、機構に対して電気通信回線を通じて当該者の住民票コード及び個人番号とすべき番号の生成を求める旨の情報を通知し、機構から通知された個人番号とすべき番号を当該者の個人番号として指定し、記載する。また、当該者に対して個人番号通知書により当該個人番号を通知することとする（法第７条第１項、法第８条第１項、令第７条、住基令第12条第２項第１号の２、省令第７条）。
	イ　転入をした者については、転出証明書に記載された個人番号を住民票に記載する。
	ウ　以前個人番号を記載されたことのある国外転出者が国内に転入する場合等は、機構から本人確認情報の提供を受け、以前記載された個人番号を確認した上で、当該以前記載された個人番号を住民票に記載する。
	エ　以前住民票コードを記載されたことのある国外転出者が国内に転入する場合等は、機構から本人確認情報の提供を受け、以前記載された住民票コードを確認した上で、アに準じて個人番号とすべき番号の生成要求等を行い、当該個人番号とすべき番号を当該者の個人番号として指定し、住民票に記載する。また、当該者に対して個人番号通知書により当該個人番号を通知することとする（法附則第３条第２項、整備法第17条第２項、省令第７条）。

	２　請求による従前の個人番号に代わる個人番号の指定
	(1)　請求の受理（令第３条第１項）
	ア　個人番号指定請求書の記載事項
	イ　個人番号指定請求書の提出の際に提出させる書類
	(ｱ)　個人番号カード
	(ｲ)　個人番号の記載のある住民票の写し又は住民票記載事項証明書及び次に掲げるいずれかの書類
	Ａ　住民基本台帳カード、運転免許証、運転経歴証明書（交付年月日が平成24年４月１日以降のものに限る。）、旅券、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳、在留カード又は特別永住者証明書のうち個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認めるもの
	Ｂ　Ａのほか、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって、個人識別事項が記載され、かつ、写真の表示その他の当該書類に施された措置によって、当該書類の提示を行う者が当該個人識別事項により識別される特定の個人と同一の者であることを確認することができるものとして個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認めるもの
	Ｃ　Ａ又はＢに掲げる書類の提示を受けることが困難であると認められる場合には、次に掲げる書類のうち二以上（当該書類の提示を受けるとともに当該書類の提示を行う者又はその者と同一の世帯に属する者に係る住民票の記載事項について申告を受けることその他の個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認める措置をとることにより当該書類の提示を行う者が当該書類に記載された個人識別事項により識別される特定の個人と同一の者であることを確認することができる場合には、一以上）の書類
	(B)　(A)に掲げるもののほか、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認めるもの（住民票に記載されている個人識別事項の記載があるものに限る。）




	(2)　従前の個人番号に代わる個人番号の指定（令第３条第４項）
	(3)　郵便等による個人番号指定請求書の提出
	(4)　法定代理人等による請求
	(5)　代理人を通じた個人番号指定請求書の提出等（令第３条第６項、省令第３条）
	ア　代理人の代理権を証明する書類（次のいずれかの書類）
	(ｱ)　本人の代理人として個人番号指定請求書を提出する者が法定代理人である場合には、戸籍謄本その他その資格を証明する書類
	(ｲ)　本人の代理人として個人番号指定請求書を提出する者が法定代理人以外の者である場合には、委任状や保佐人及び補助人に係る登記事項証明書の代理行為目録
	(ｳ)　(ｱ)又は(ｲ)の書類の提示を受けることが困難であると認められる場合には、官公署又は個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長から本人に対し一に限り発行され、又は発給された書類その他の本人の代理人として個人番号指定請求書を提出することを証明するものとして市町村長が適当と認める書類
	(ｴ)　本人の代理人として個人番号指定請求書を提出する者が法人であるときは、(ｱ)から(ｳ)までに掲げるいずれかの書類であって当該法人の商号又は名称及び本店又は主たる事務所の所在地が記載されたもの（規則第12条第２項において準用する規則第６条第２項）

	イ　代理人の本人確認書類
	(ｱ)　住民基本台帳カード、個人番号カード、運転免許証、運転経歴証明書（交付年月日が平成24年４月１日以降のものに限る。）、旅券、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳、在留カード又は特別永住者証明書のうち個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認めるもの
	(ｲ)　(ｱ)のほか、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって、アの書類に記載された個人識別事項が記載され、かつ、写真の表示その他の当該書類によって、当該書類の提示を行う者が当該個人識別事項により識別される特定の個人と同一の者であることを確認することができるものとして個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認めるもの
	(ｳ)　本人の代理人として個人番号指定請求書を提出する者が法人であるときは、登記事項証明書その他の官公署から発行され、又は発給された書類及び現に個人番号の提供を行う者と当該法人との関係を証する書類その他これらに類する書類であって個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認めるもの（当該法人の商号又は名称及び本店又は主たる事務所の所在地の記載があるものに限る。）（規則第12条第２項において準用する規則第７条第２項）
	(ｴ)　(ｱ)又は(ｲ)の書類の提示を受けることが困難であると認められる場合には、これに代えて、次に掲げる書類のうち二以上（当該書類の提示を受けるとともに当該書類の提示を行う者又はその者と同一の世帯に属する者に係る住民票の記載事項について申告を受けることその他の個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認める措置をとることにより当該書類の提示を行う者が当該書類に記載された個人識別事項により識別される特定の個人と同一の者であることを確認することができる場合には、一以上）の書類（代理人の個人識別...
	Ａ　第１－２－(1)－イ－(ｲ)－Ｃ－(A)の書類
	Ｂ　第１－２－(1)－イ－(ｲ)－Ｃ－(B)の書類


	ウ　本人の個人番号及び個人識別事項が記載された書類

	(6)　電子情報処理組織を使用した個人番号指定請求書の提出（規則第12条第１項において準用する規則第３条）
	ア　請求の受理
	(ｱ)　市町村長は、電子情報処理組織を使用して行った個人番号の指定の請求を受理することができる。
	(ｲ)　個人番号指定請求書の記載事項を請求者の使用に係る電子計算機から入力して明らかにさせる。
	(ｳ)　次に掲げる方法により、請求者の個人番号及び請求の意思を確認する。
	Ａ　個人番号カードの券面事項入力補助領域に記録された署名券面情報（機構により電子署名が行われた券面事項入力補助情報（券面に記載した氏名（旧氏記載者にあっては氏名及び旧氏、通称が住民票に記載されている外国人住民にあっては氏名及び通称）、住所、生年月日、性別及び個人番号に関する情報をいう。）をいう。以下同じ。）並びに電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成14年法律第153号）第３条第１項に規定する署名用電子証明書（以下「署名用電子証明書」という。）及び当該署名用電子証...
	Ｂ　市町村において住民基本台帳に記録されている請求者の個人番号を確認するとともに、請求者に次に掲げる電子証明書（市町村長が当該市町村長の電子計算機から認証することができるものに限る。）及び当該電子証明書により確認される電子署名が行われた(ｲ)により入力する事項についての情報を送信させる方法
	(A)　署名用電子証明書
	(B)　電子署名及び認証業務に関する法律第８条に規定する認定認証事業者が作成した電子証明書（電子署名及び認証業務に関する法律施行規則（平成13年総務省・法務省・経済産業省令第２号）第４条第１号に規定する電子証明書をいう。）
	(C)　商業登記法（昭和38年法律第125号）第12条の２第１項及び第３項の規定に基づき登記官が作成した電子証明書


	(ｴ)　なお、送信された事項のみでは請求理由等が具体的に明らかにならない場合等、これらの事項に疑義がある場合には、指定の請求を受理すべきでないことはいうまでもない。

	イ　本人確認

	(7)　個人番号カードの廃止又は回収

	３　職権による従前の個人番号に代わる個人番号の指定
	ア　住所地市町村長は、２の場合のほか、当該住所地市町村が備える住民基本台帳に記載されている者の個人番号が漏えいして不正に用いられるおそれがあると認められるときは、機構に対し、当該個人番号に代えてその者の個人番号とすべき番号の生成要求を行い、機構から通知された個人番号とすべき番号をその者の個人番号として指定し、その者に係る住民票に記載するとともに、個人番号の指定をした旨及び指定をした年月日を記入し、速やかに、その者に対し、当該個人番号を個人番号通知書により通知する（法第７条第２項、法第８条第１項、令...
	イ　住所地市町村長は、従前の個人番号に代えて個人番号を指定しようとする者に対し、当該指定をしようとする理由及びその者が個人番号カードの交付を受けている者であるときは、当該個人番号カードの返納を求める旨を当該個人番号と併せて通知する。


	第２　個人番号通知書
	ア　発行
	イ　交付
	(ｱ)　個人番号通知書は、機構が、郵便等により送付する（省令第７条）。
	(ｲ)　(ｱ)の個人番号通知書が宛先なし等の理由で市町村に返戻されてきたときは、個人番号通知書の運用状況（以下「個人番号通知書運用状況」という。）を更新するとともに、当該市町村において住民票記載事項の確認、調査を行い、以下の場合においては、個人番号通知書の返還登録を行った上で、当該個人番号通知書を物理的に廃棄する。
	Ａ　他の市町村への転出を確認した場合
	Ｂ　住民票が消除されている場合

	(ｳ)　返戻された個人番号通知書を、本人に来庁させ、又は職員が本人のもとへ出向き交付する場合、次に掲げるいずれかの書類の提示を受け、本人確認を行う。
	Ａ　運転免許証、旅券その他官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって、個人識別事項が記載され、かつ、写真の表示その他の当該書類に施された措置によって、当該書類の提示を行う者が当該個人識別事項により識別される特定の個人と同一の者であることを確認することができるものとして市町村長が適当と認めるもの
	Ｂ　Ａに掲げる書類を提示することが困難であると認められる場合には、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって住所地市町村長が適当と認める二以上（当該書類の提示を受けるとともに当該書類の提示を行う者又はその者と同一の世帯に属する者に係る住民票の記載事項について申告を受けることその他の市町村長が適当と認める措置をとることにより当該書類の提示を行う者が当該書類に記載された個人識別事項により識別される特定の個人と同一の者であることを確認することができる場合には、一以上）の書類（個...

	(ｴ)　返戻された個人番号通知書を、本人の代理人に来庁させ交付する場合、次に掲げる全ての書類を提示させ、代理人の本人確認及び代理権の確認を行う。ただし、代理人が本人と同一の世帯に属する者である場合には、Ｂの書類の提出は必要ない。
	Ａ　市町村長が適当と認める書類
	Ｂ　代理人の代理権を証明する書類（次のいずれかの書類）
	(A)　代理人が法定代理人である場合には、戸籍謄本その他その資格を証明する書類
	(B)　代理人が法定代理人以外の者である場合には、委任状や保佐人及び補助人に係る登記事項証明書の代理行為目録等、交付申請者の指定の事実を確認するに足る資料

	Ｃ　代理人の本人確認書類



	第３　個人番号カードの様式等
	１　様式及び規格
	２　券面記載事項
	ア　個人番号カードは、氏名（旧氏記載者にあっては氏名及び旧氏、通称が住民票に記載されている外国人住民にあっては氏名及び通称）、住所、生年月日、性別及び個人番号カードの有効期間が満了する日をその表面に、氏名、生年月日、個人番号をその裏面に、それぞれ記載するとともに、個人番号カードの交付申請の日において１歳未満の者（以下「特定年齢未満申請者」という。）を除き、写真を表面に表示する（法第２条第７項、令第１条、省令第16条、第25条）。
	イ　住民票に記載されている氏名（旧氏記載者にあっては住民票に記載されている氏名及び旧氏、通称が住民票に記載されている外国人住民にあっては住民票に記載されている氏名及び通称）、生年月日、男女の別、住所及び個人番号を個人番号カードの表面又は裏面に記載する（省令第18条）。氏名（旧氏記載者にあっては氏名及び旧氏、通称が住民票に記載されている外国人住民にあっては氏名及び通称）又は住所の字数が多いため、個人番号カードの表面に記載できない部分があるときは、当該部分を表面の追記欄に記載し「何字加入」等と明記して...
	ウ　個人番号カードには、アのほか、表面には、個人番号カードである旨の表示、交付地市町村長名、照合番号の一部として利用するための16桁の英数字及び４桁の数字を記載する。また、裏面には、省令別記様式の「図形」を施す。
	エ　個人番号カードの交付を受けようとする者から特別の申請があった場合、所要の点字エンボス加工を行うものとする。

	３　内部記録事項
	ア　個人番号カードは、その半導体集積回路に住民票コードを記録する（省令第17条）。
	イ　個人番号カードの半導体集積回路には、アのほか、券面事項確認情報（券面に記載した氏名（旧氏記載者にあっては氏名及び旧氏、通称が住民票に記載されている外国人住民にあっては氏名及び通称）、住所、生年月日、性別、個人番号、有効期間が満了する日及び照合番号の一部として利用するための４桁の数字並びに表面に印刷した写真に関する情報をいう。）を記録する（法第２条第７項、令第１条、個人番号カード等技術基準第３－２－(7)－ア）。
	ウ　個人番号カードの半導体集積回路には、ア及びイのほか、署名券面情報を記録する（個人番号カード等技術基準第４－１－(2)－エ）。
	エ　個人番号カードの半導体集積回路には、アからウまでのほか、相互認証を行うための情報、ア又はウの暗証番号、イ又はウの全部又は一部の読み取り又は解析を行うための照合番号及び発行市町村のコードを記録する。
	オ　個人番号カードの半導体集積回路には、法第18条の条例等で定める事務を処理するために必要な事項を個人番号カード等技術基準第９の独立した領域に記録することができる。


	第４　個人番号カードの交付
	１　交付申請書の受理
	ア　交付申請書の記載事項
	(ｱ)　交付申請者の氏名及び住所
	(ｲ)　個人番号又は生年月日及び性別（交付申請者が個人番号通知書とともに発送される交付申請書の用紙を用いる場合には、生年月日及び性別）

	イ　写真の添付
	(ｱ)　申請前６月以内に撮影した無帽、正面、無背景の写真であって裏面に氏名等を記載したもの
	(ｲ)　縦の長さが4.5センチメートル、横の長さが3.5センチメートルの大きさのもの

	ウ　交付申請書の保存
	エ　住所地市町村長以外の市町村長を経由した交付申請書の提出
	(ｱ)　法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。）が当該法人の事務所、事業所その他これらに準ずるものにおいて二以上の交付申請者に係る交付申請書を取りまとめることができること。
	(ｲ)　交付申請者が東日本大震災（平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。）の影響により当該交付申請者が記録されている住民基本台帳を備える市町村の区域外に避難することを余儀なくされていること。
	(ｳ)　交付申請者が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成13年法律第31号）第１条第２項に規定する被害者であり、かつ、更なる暴力によりその生命又は身体に危害を受けるおそれがあり、かつ、当該交付申請者が記録されている住民基本台帳を備える市町村の区域外に居住していること。
	(ｴ)　交付申請者がストーカー行為等の規制等に関する法律（平成12年法律第81号）第７条に規定するストーカー行為等に係る被害を受け、かつ、更に反復して同法第２条第１項に規定するつきまとい等をされるおそれがあり、かつ、当該交付申請者が記録されている住民基本台帳を備える市町村の区域外に居住していること。
	(ｵ)　交付申請者が児童虐待の防止等に関する法律（平成12年法律第82号）第２条に規定する児童虐待を受け、かつ、再び児童虐待を受けるおそれ又は監護、教育その他児童（18歳に満たない者をいう。）の福祉のための必要な措置を受けることに支障をきたすおそれがあり、かつ、当該交付申請者が記録されている住民基本台帳を備える市町村の区域外に居住していること。

	(ｶ)　交付申請者が特定年齢未満申請者であること。
	(ｷ)　(ｲ)から（ｶ）までに掲げる事情に準ずると認められる事情があること。

	オ　郵便等又は代理人による交付申請書の提出
	カ　電子情報処理組織を使用した交付申請
	(ｱ)　ＱＲコード（交付申請書番号（統合端末又は機構の交付申請書の用紙に付与される番号をいう。以下同じ。）及び個人番号カードの申請に係る機構のホームページのアドレスに関する情報を国際標準化機構及び国際電気標準会議の規格第18004を用いて格納した図形をいう。以下同じ。）を使用して、総務大臣が適当と認めるスマートフォンその他の端末から当該ホームページを通じて個人番号カードの申請に係る情報の送信を行う方法
	(ｲ)　 ＱＲコードを使用して、総務大臣が適当と認める自動証明写真機から電気通信回線を通じて機構の使用に係る電子計算機に個人番号カードの申請に係る情報の送信を行う方法
	(ｳ)　 交付申請者の使用に係る電子計算機から(ｱ)のホームページに交付申請書番号を入力して機構の使用に係る電子計算機に個人番号カードの申請に係る情報の送信を行う方法
	(ｴ)　(ｱ)から(ｳ)に掲げる方法以外の方法で、交付申請について、入力する事項についての情報に電子署名を行わせ、当該電子署名を行った者を確認するために必要な事項を証する電子署名と併せてこれを送信させることにより、本人確認を行う方法（情報通信技術活用法第６条第１項並びに情報通信技術活用法施行規則第４条第１項及び第２項）

	キ　二重交付の禁止
	ク　交付申請書の情報の更新及び登録
	(ｱ)　氏名（氏名のふりがなを含む。）、住所、生年月日、性別、個人番号、住民票コード、旧氏又は通称
	(ｲ)　在留することができる期間（外国人住民において、住基法第30条の45に規定する区分その他在留資格の変更等があった場合に限る。）

	ケ　交付申請の取消し
	コ　個人番号カードの交付申請等のために来庁した外国人住民の在留することができる期間の満了日が残り１月程度以内である場合の案内

	２　作成
	ア　機構が個人番号カードを作成するにあたっては、特に写真の取違え等が生じることのないよう、その券面記載事項及び内部記録事項が正確であるかどうかについて留意する。
	イ　個人番号カードを作成する際に、住民票コードをその内部に記録した日から起算して、下記の区分に応じた有効期間を設定する（省令第26条及び第27条第１項）。
	(ｱ)　日本の国籍を有する者、中長期在留者（在留資格が高度専門職第２号又は永住者である者に限る。）及び特別永住者
	Ａ　作成の日において18歳以上の者　作成の日から作成の日後10回目の誕生日まで
	Ｂ　作成の日において18歳未満の者　作成の日から作成の日後５回目の誕生日まで

	(ｲ)　中長期在留者（在留資格が高度専門職第２号又は永住者である者を除く。）　作成の日から在留期間の満了の日まで
	(ｳ)　一時庇護許可者又は仮滞在許可者　作成の日から上陸期間又は仮滞在期間を経過する日まで
	(ｴ)　出生による経過滞在者又は国籍喪失による経過滞在者　作成の日から出生した日又は日本の国籍を失った日から60日を経過する日まで

	ウ　個人番号カードの交付を受けた後に次に掲げる場合に該当することとなった外国人住民は、イにかかわらず、住所地市町村長に対し、個人番号カードを提示して、その有効期間について、次に定める期間とすることを求めることができる（省令第27条第２項）。
	(ｱ)　適法に本邦に在留できる期間が延長された場合　作成の日から延長された適法に在留できる期間の満了の日（第４－２－イ－(ｱ)が適用されていたと仮定した場合における有効期間が満了する日（以下「仮定有効期間満了日」という。）が、当該延長された適法に在留できる期間の満了の日より早い場合又はその者が高度専門職第２号、永住者若しくは特別永住者となった場合には、仮定有効期間満了日）まで
	(ｲ)　在留期間の満了後も引き続き本邦に在留することができることとなった場合　作成の日から在留できる期間の満了の日（仮定有効期間満了日が、当該残留できる期間の満了の日より早い場合には、仮定有効期間満了日）まで

	エ　個人番号カードが作成された後、直ちに交付申請者に個人番号カードを交付する場合及び第４－３－(2)から(6)までの方法により個人番号カードを交付する場合を除き、交付申請者に個人番号カード交付通知書を送付する。

	３　交付
	(1)　交付時来庁方式による交付方法
	Ａ　次に掲げるいずれかの措置その他市町村長が適当と認める措置をとる場合には、次に掲げるいずれかの書類
	(A)　書類の暗証番号の入力を求めること。
	(B)　書類に組み込まれた半導体集積回路に記録された写真、氏名、生年月日及び有効期限を確認すること。
	(C)　交付申請者又は交付申請者と同一の世帯に属する者に係る住民票の記載事項その他の市町村長が適当と認める事項の申告を受けること。

	Ｂ　Ａの措置をとることが困難であると認められる場合には、Ａの書類のうち市町村長が適当と認める二以上の書類
	Ｃ　Ａ又はＢの書類の提示を受けることが困難であると認められる場合には、次に掲げる書類
	(A)　Ａに掲げる書類のうち市町村長が適当と認めるもの
	(B)　(A)のほか、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって、市町村長が適当と認めるもの（住民票に記載されている個人識別事項の記載があるものに限る。）

	Ｄ　Ａ、Ｂ又はＣの書類の提示を受けることが困難であると認められる場合には、個人番号カードの交付の申請について、交付申請者が本人であること及び当該申請が交付申請者の意思に基づくものであることを確認するため、郵便その他市町村長が適当と認める方法により交付申請者に対して文書で照会したその回答書（以下単に「回答書」という。）及び次のいずれかの書類
	(A)　第４－３－(1)－Ｃ－(A)に掲げる書類
	(B)　(A)の書類の提示を受けることが困難であると認められる場合には、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって、市町村長が適当と認める二以上の書類（住民票に記載されている個人識別事項の記載があるものに限る。）

	Ｅ　ＡからＤまでの書類の提示を受けることが困難であると認められる場合であって、第４－３－(1)－Ａ－(C)の措置をとるときは、回答書、第４－３－(1)－Ｃ－(B)に掲げる書類及び次のいずれかの書類（交付申請者又は交付申請者と同一の世帯に属する者に係る住民票に記載されている氏名及び住所の記載並びに領収日付の押印又は発行年月日の記載があるもので、その日が本人確認の措置をとる日前３月以内であるものに限る。）
	(A)　国税又は地方税の領収証書又は納税証明書
	(B)　次に掲げるいずれかの社会保険料の領収証書
	ａ　健康保険の保険料
	ｂ　国民健康保険の保険料又は国民健康保険税
	ｃ　後期高齢者医療制度による保険料
	ｄ　介護保険の保険料
	ｅ　労働保険料
	ｆ　国民年金の保険料
	ｇ　農業者年金の保険料
	ｈ　厚生年金保険の保険料
	ｉ　船員保険の保険料
	ｊ　国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号）の規定による掛金
	ｋ　地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）の規定による掛金
	ｌ　私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号）の規定により加入者として負担する掛金
	ｍ　恩給法（大正12年法律第48号）第59条（恩給納金）（他の法律において準用する場合を含む。）の規定による納金

	(C)　公共料金（日本国内において供給される電気、ガス及び水道水その他これらに準ずるものに係る料金をいう。）の領収証書・検針票（なお、第４－３－(1)－Ｃ－(B)に掲げる書類に相当するものとして学生証アプリ等の提示を受けていないときは、検針票に相当するアプリケーションに係る映像面の提示を受けることも考えられるが、(A)から(C)までに掲げる書類の提示を受けることが困難であると認められる場合であって、映像面の操作を求める措置（必要に応じて追加で第４－３－(1)－Ａ－(C)の措置）をとる場合に限る。令...


	(2)　申請時来庁方式及び出張申請受付方式による交付方法
	ア　本人限定受取郵便等（その取扱いにおいて名あて人本人若しくは差出人の指定した名あて人に代わって受け取ることができる者に限り交付する郵便又はこれらに準ずるものをいう。）により送付する方法
	イ　交付申請者に係る住民票に記載されている住所にあてて、書留郵便等により、転送不要郵便物等として送付する方法（当該交付申請者が当該方法により確実に交付を受けることができる旨を住所地市町村長に申し出た場合に限る。）
	ウ　病院への入院その他のやむを得ない理由によりア又はイに掲げる方法により交付することが困難であると認められる場合には、交付申請者の所在地にあてて、書留郵便等により、転送不要郵便物等として送付する方法（当該交付申請者が当該方法により確実に交付を受けることができる旨を住所地市町村長に申し出た場合に限る。）

	(3)　住所地市町村長以外の市町村長を経由した申請時来庁方式及び出張申請受付方式による交付方法
	ア　(1)に掲げるいずれかの書類の写し
	イ　暗証番号設定依頼書兼個人番号カード送付先情報登録申請書

	(4)　特急発行方式による交付方法
	(5)　住所地市町村長以外の市町村長を経由した特急発行方式による交付方法
	(6)　出生届と同時に交付申請書を提出する場合の特急発行方式による交付方法
	(7)　15歳未満の者及び成年被後見人が交付申請者である場合の交付方法
	ア　児童虐待等の理由により法定代理人に対し市町村の事務所への出頭を求めることが不適当又は困難である場合
	(ｱ)　里親等に監護されている場合
	(ｲ)　児童福祉施設に入所している場合

	イ　法定代理人が不在である場合
	(ｱ)　里親等に監護されている場合
	(ｲ)　児童福祉施設に入所している場合


	(8)　交付申請者の代理人に対する交付方法
	ア　交付申請者の出頭が困難であることを疎明するに足りる資料
	イ　代理人の代理権を証明する書類（次のいずれかの書類）
	(ｱ)　代理人が法定代理人である場合には、戸籍謄本その他その資格を証明する書類
	(ｲ)　代理人が法定代理人以外の者である場合には、委任状や保佐人及び補助人に係る登記事項証明書の代理行為目録等、交付申請者の指定の事実を確認するに足る資料

	ウ　代理人の本人確認書類
	エ　交付申請者の本人確認書類（次のいずれかの書類）
	(ｱ)　次の各号に掲げる書類のうち二以上（Ａに掲げる書類から一以上）
	Ａ　第４－３－(1)－Ａに掲げる書類
	Ｂ　Ａに掲げるもののほか、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって市町村長が適当と認めるもの（交付申請者の個人識別事項が記載され、及び交付申請者の写真が表示されたものに限る。）

	(ｲ)　(ｱ)の書類の提示を受けることが困難な場合は、次に掲げる書類
	Ａ　第４－３－(1)－Ａに掲げる書類
	Ｂ　国民健康保険、健康保険、船員保険、後期高齢者医療若しくは介護保険の被保険者証、健康保険日雇特例被保険者手帳、国家公務員共済組合若しくは地方公務員共済組合の組合員証、私立学校教職員共済制度の加入者証、国民年金手帳又は児童扶養手当証書その他の市町村長が適当と認める書類（交付申請者の個人識別事項の記載があるものに限る。）

	(ｳ)　(ｱ)又は(ｲ)の書類の提示を受けることが困難な場合は、次に掲げる書類（交付申請者が特定年齢未満申請者であるときは、Ａに掲げる書類の提示を要しない）
	Ａ　(ｱ)－Ｂに掲げる書類
	Ｂ　(ｲ)－Ｂに掲げる書類のうち二以上


	オ　回答書
	カ　交付申請者への交付申請者の代理人に対して交付した旨の通知

	(9)　個人番号カードの暗証番号の設定
	ア　交付申請者又はその法定代理人に個人番号カードを交付する場合は、交付申請者又はその法定代理人自ら、住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーション及び券面事項入力補助アプリケーションに関する数字４桁からなる暗証番号を個人番号カードに設定させる（省令第33条第１項）。なお、二種類の暗証番号が同一でも差し支えない。
	イ　(2)又は(3)の方法により個人番号カードを交付する場合は、交付申請者に住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーション及び券面事項入力補助アプリケーションに関する数字４桁からなる暗証番号を暗証番号設定依頼書に記載させ、住所地市町村長に届出をさせた上で、住所地市町村の職員が当該暗証番号を設定する。第４－１－エの場合にあっては、住所地市町村長以外の市町村長を経由して住所地市町村長に届出をさせた上で、住所地市町村の職員が当該暗証番号を設定する（省令第33条第４項）。なお、二種類の暗証番号が同...
	ウ　交付申請者の法定代理人以外の代理人に個人番号カードを交付する場合には、回答書等に交付申請者によって住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーション及び券面事項入力補助アプリケーションに関する数字４桁からなる暗証番号を記載させ、届出をさせた上で、市町村職員が当該暗証番号を設定する（省令第33条第５項）。なお、二種類の暗証番号が同一でも差し支えない。
	エ　(4)から(6)までの方法により個人番号カードを交付する場合（(4)に掲げる者が、市町村長が指定する場所に出頭して交付申請書を提出した場合であって、(1)の方法により個人番号カードを交付するときにおいて、その者が、当該市町村長が適当と認める者である場合を含む。）は、交付申請者に住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーション及び券面事項入力補助アプリケーションに関する数字４桁からなる暗証番号を暗証番号設定依頼書に記載させ、住所地市町村長を経由して機構に届出をさせた上で、機構が当該暗証番号...

	(10)　個人番号カードの交付に係るその他の留意事項
	ア　個人番号カードの券面事項入力補助アプリケーションについて、基本四情報の一部に、代替文字が必要な場合には、交付申請者本人若しくは代理人に選択させた該当部分の代替文字又は交付申請者より事前に申告された代替文字を入力する。原則として交付申請者又は代理人の選択を尊重するが、社会通念に照らして代替文字と本来の文字がかけ離れていると判断した場合には、交付申請者又は代理人に説明し、了解を得たうえで、選択し直すことも差し支えない。
	イ　個人番号カードを交付するにあたっては、その券面記載事項及び内部記録事項が正確であるかどうかについて留意する。
	ウ　個人番号カードを交付した場合は、その処理と連動して、個人番号カード運用状況を運用中とする。
	エ　交付申請者が住民基本台帳カードの交付を受けている場合は、当該住民基本台帳カードのカード運用状況（以下「住民基本台帳カード運用状況」という。）を廃止とし、住民基本台帳カード返納届を添えて、当該住民基本台帳カードを返納させる（番号法総務省関係整備令附則第２条第１項）。ただし、(2)から(5)までの方法により個人番号カードの交付を行う場合には、交付申請が取り消される場合に備えて、住民基本台帳カード運用状況を直ちに廃止とせず（当該住民基本台帳カードに電子証明書が搭載されている場合には当該電子証明書につ...
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	４　個人番号カードの暗証番号の再設定
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	６　紛失した個人番号カードを発見した旨の届出
	ア　個人番号カードを紛失した旨の届出をした者（個人番号カードの再交付を受けた者を除く。）から、紛失した個人番号カードを発見した旨の届出を受けたときは、個人番号カード運用状況を運用中とする（省令第30条）。
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	ウ　個人番号カードの交付を受けている者が次のいずれかに該当した場合には、住所地市町村長は、当該個人番号カード（(ｵ)の場合は、発見した個人番号カード）を個人番号カード返納届を添えて返納させ、個人番号カード運用状況を廃止及び回収とする（令第15条第２項、省令第28条第５項）。
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	(ｴ)　本人の請求又は職権による従前の個人番号に代わる個人番号の指定により個人番号カードの返納を求められたとき。
	(ｵ)　個人番号カードの再交付を受けた場合において、紛失した個人番号カードを発見したとき。
	(ｶ)　個人番号カードの交付又は第７－１－ア若しくは２－イによる個人番号カードの返還が錯誤に基づき、又は過失によってされた場合において、当該個人番号カードを返納させる必要があると認められ、当該個人番号カードの返納を命ぜられたとき。
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	カ　個人番号カード返納届の様式は、次に掲げる様式第１のとおりとする。
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	(ｲ)　個人番号カードを紛失した旨の届出（利用の一時停止に係るものを除く。）を受けた場合
	(ｳ)　紛失した個人番号カードを発見した旨の届出を受けた場合
	(ｴ)　個人番号カードがその効力を失ったことを知った場合
	(ｵ)　個人番号カードの返納を受けた場合
	カ　前各号に掲げる事項のほか、法第16条の２に規定する事務を実施するために必要な事項

	(3)　通知の方法


	第９　情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第16号）の一部の施行に伴う経過措置
	１　請求による従前の個人番号に代わる個人番号の指定
	(1)　請求に際する通知カードの返納
	(2)　請求の際に提出させる書類
	ア　第６号施行日以後当該通知カード所持者に係る通知カードに係る記載事項に変更があった者
	イ　第６号施行日前に当該通知カード所持者に係る通知カードに係る記載事項に変更があった者であって、当該通知カードの追記欄等に変更に係る事項の記載を受けていないもの


	２　職権による従前の個人番号に代わる個人番号の指定
	３　通知カードの手続
	(1)　通知カードを紛失した旨の届出
	(2)　紛失した通知カードを発見した旨の届出
	(3)　通知カードの返納
	(4)　通知カードの廃棄

	４　個人番号カードの交付
	５　通知カード・個人番号カード関連事務の委任
	ア　第６号施行日前において、市町村長が機構に委任した通知カード・個人番号カード関連事務（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の規定による通知カード及び個人番号カード並びに情報提供ネットワークシステムによる特定個人情報の提供等に関する省令の一部を改正する省令（令和２年総務省令第50号）による改正前の省令第35条第１項に規定する通知カード・個人番号カード関連事務をいう。以下同じ。）（旧事務処理要領第４－１－イ及びクに掲げる事項に限る。イにおいて同じ。）については、旧事務処...
	イ　アの場合において、通知カード・個人番号カード関連事務の委任の解除及び委任した市町村長による通知カード・個人番号カード関連事務の実施等については、旧事務処理要領第４－３及び４の例による。
	ウ　第６号施行日の前日において機構に通知カード・個人番号カード関連事務を行わせていた市町村長は、第６号施行日に、機構に個人番号通知書・個人番号カード関連事務を行わせることとしたものとみなす。
	エ　ウの場合において、第６号施行日前に機構に通知カード・個人番号カード関連事務を行わせることとした日を公示した市町村長については、個人番号通知書・個人番号カード関連事務を行わせることとした日を公示することを要しない。


	第10　国外転出者に係る個人番号カード交付事務
	１　交付申請書の受理
	２　作成
	３　交付
	(1)　附票管理市町村における交付方法
	(2)　附票管理市町村以外の市町村における引渡し方法
	(3)　在外公館における引渡し方法
	(4)　15歳未満の者及び成年後見人が交付申請者である場合の交付方法
	(5)　個人番号カードの暗証番号の設定
	(6)　国外転出者に係る個人番号カードの交付にあたってのその他の留意事項

	４　国外転出者に係る個人番号カードの再交付
	(1)　再交付申請書の受理
	(2)　作成
	(3)　再交付

	５　国外転出者に係る個人番号カードの有効期間内の交付
	(1)　交付申請書の受理
	(2)　作成
	(3)　交付

	６　国外転出者に係る個人番号カードの券面記載事項の変更
	(1)　附票管理市町村長への券面記載事項変更届出の提出
	(2)　領事官を経由した券面記載事項の変更手続

	７　国外転出者に係る個人番号カードの暗証番号の変更・再設定
	(1)　附票管理市町村長への暗証番号変更・再設定申請書の提出
	(2)　領事官を経由した暗証番号の再設定

	８　国外転出者が個人番号カードを紛失した旨の届出
	(1)　附票管理市町村長への紛失した旨の届出
	(2)　領事官を経由した紛失した旨の届出

	９　国外転出者に係る個人番号カードを発見した旨の届出
	(1)　附票管理市町村長への発見した旨の届出
	(2)　領事官を経由した発見した旨の届出

	10　国外転出者に係る個人番号カードの廃止又は回収
	11　国外転出者に係る個人番号カードの廃棄

	第11　国外転出者に係る個人番号カード継続利用事務
	１　国外に転出する旨の転出届の受理の際に講ずべき措置
	２　国内に転入する旨の転入届の受理の際に講ずべき措置

	第12　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に規定する個人番号、個人番号カード、特定個人情報の提供等に関する省令及び住民基本台帳法施行規則の一部を改正する省令（令和３年総務省令第83号）附則第２条による経過措置
	第１　個人番号
	１　個人番号の指定及び通知
	ア　市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）は、新たに住民票コードを記載した場合、機構に対して電気通信回線を通じて当該者の住民票コード及び個人番号とすべき番号の生成を求める旨の情報を通知し、機構から通知された個人番号とすべき番号を当該者の個人番号として指定し、記載する。また、当該者に対して個人番号通知書により当該個人番号を通知することとする（法第７条第１項、法第８条第１項、令第７条、住基令第12条第２項第１号の２、省令第７条）。
	イ　転入をした者については、転出証明書に記載された個人番号を住民票に記載する。
	ウ　以前個人番号を記載されたことのある国外転出者が国内に転入する場合等は、機構から本人確認情報の提供を受け、以前記載された個人番号を確認した上で、当該以前記載された個人番号を住民票に記載する。
	エ　以前住民票コードを記載されたことのある国外転出者が国内に転入する場合等は、機構から本人確認情報の提供を受け、以前記載された住民票コードを確認した上で、アに準じて個人番号とすべき番号の生成要求等を行い、当該個人番号とすべき番号を当該者の個人番号として指定し、住民票に記載する。また、当該者に対して個人番号通知書により当該個人番号を通知することとする（法附則第３条第２項、整備法第17条第２項、省令第７条）。

	２　請求による従前の個人番号に代わる個人番号の指定
	(1)　請求の受理（令第３条第１項）
	ア　個人番号指定請求書の記載事項
	イ　個人番号指定請求書の提出の際に提出させる書類
	(ｱ)　個人番号カード
	(ｲ)　個人番号の記載のある住民票の写し又は住民票記載事項証明書及び次に掲げるいずれかの書類
	Ａ　住民基本台帳カード、運転免許証、運転経歴証明書（交付年月日が平成24年４月１日以降のものに限る。）、旅券、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳、在留カード又は特別永住者証明書のうち個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認めるもの
	Ｂ　Ａのほか、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって、個人識別事項が記載され、かつ、写真の表示その他の当該書類に施された措置によって、当該書類の提示を行う者が当該個人識別事項により識別される特定の個人と同一の者であることを確認することができるものとして個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認めるもの
	Ｃ　Ａ又はＢに掲げる書類の提示を受けることが困難であると認められる場合には、次に掲げる書類のうち二以上（当該書類の提示を受けるとともに当該書類の提示を行う者又はその者と同一の世帯に属する者に係る住民票の記載事項について申告を受けることその他の個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認める措置をとることにより当該書類の提示を行う者が当該書類に記載された個人識別事項により識別される特定の個人と同一の者であることを確認することができる場合には、一以上）の書類
	(B)　(A)に掲げるもののほか、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認めるもの（住民票に記載されている個人識別事項の記載があるものに限る。）




	(2)　従前の個人番号に代わる個人番号の指定（令第３条第４項）
	(3)　郵便等による個人番号指定請求書の提出
	(4)　法定代理人等による請求
	(5)　代理人を通じた個人番号指定請求書の提出等（令第３条第６項、省令第３条）
	ア　代理人の代理権を証明する書類（次のいずれかの書類）
	(ｱ)　本人の代理人として個人番号指定請求書を提出する者が法定代理人である場合には、戸籍謄本その他その資格を証明する書類
	(ｲ)　本人の代理人として個人番号指定請求書を提出する者が法定代理人以外の者である場合には、委任状や保佐人及び補助人に係る登記事項証明書の代理行為目録
	(ｳ)　(ｱ)又は(ｲ)の書類の提示を受けることが困難であると認められる場合には、官公署又は個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長から本人に対し一に限り発行され、又は発給された書類その他の本人の代理人として個人番号指定請求書を提出することを証明するものとして市町村長が適当と認める書類
	(ｴ)　本人の代理人として個人番号指定請求書を提出する者が法人であるときは、(ｱ)から(ｳ)までに掲げるいずれかの書類であって当該法人の商号又は名称及び本店又は主たる事務所の所在地が記載されたもの（規則第12条第２項において準用する規則第６条第２項）

	イ　代理人の本人確認書類
	(ｱ)　住民基本台帳カード、個人番号カード、運転免許証、運転経歴証明書（交付年月日が平成24年４月１日以降のものに限る。）、旅券、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳、在留カード又は特別永住者証明書のうち個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認めるもの
	(ｲ)　(ｱ)のほか、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって、アの書類に記載された個人識別事項が記載され、かつ、写真の表示その他の当該書類によって、当該書類の提示を行う者が当該個人識別事項により識別される特定の個人と同一の者であることを確認することができるものとして個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認めるもの
	(ｳ)　本人の代理人として個人番号指定請求書を提出する者が法人であるときは、登記事項証明書その他の官公署から発行され、又は発給された書類及び現に個人番号の提供を行う者と当該法人との関係を証する書類その他これらに類する書類であって個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認めるもの（当該法人の商号又は名称及び本店又は主たる事務所の所在地の記載があるものに限る。）（規則第12条第２項において準用する規則第７条第２項）
	(ｴ)　(ｱ)又は(ｲ)の書類の提示を受けることが困難であると認められる場合には、これに代えて、次に掲げる書類のうち二以上（当該書類の提示を受けるとともに当該書類の提示を行う者又はその者と同一の世帯に属する者に係る住民票の記載事項について申告を受けることその他の個人番号指定請求書の提出を受ける市町村長が適当と認める措置をとることにより当該書類の提示を行う者が当該書類に記載された個人識別事項により識別される特定の個人と同一の者であることを確認することができる場合には、一以上）の書類（代理人の個人識別...
	Ａ　第１－２－(1)－イ－(ｲ)－Ｃ－(A)の書類
	Ｂ　第１－２－(1)－イ－(ｲ)－Ｃ－(B)の書類


	ウ　本人の個人番号及び個人識別事項が記載された書類

	(6)　電子情報処理組織を使用した個人番号指定請求書の提出（規則第12条第１項において準用する規則第３条）
	ア　請求の受理
	(ｱ)　市町村長は、電子情報処理組織を使用して行った個人番号の指定の請求を受理することができる。
	(ｲ)　個人番号指定請求書の記載事項を請求者の使用に係る電子計算機から入力して明らかにさせる。
	(ｳ)　次に掲げる方法により、請求者の個人番号及び請求の意思を確認する。
	Ａ　個人番号カードの券面事項入力補助領域に記録された署名券面情報（機構により電子署名が行われた券面事項入力補助情報（券面に記載した氏名（旧氏記載者にあっては氏名及び旧氏、通称が住民票に記載されている外国人住民にあっては氏名及び通称）、住所、生年月日、性別及び個人番号に関する情報をいう。）をいう。以下同じ。）並びに電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成14年法律第153号）第３条第１項に規定する署名用電子証明書（以下「署名用電子証明書」という。）及び当該署名用電子証...
	Ｂ　市町村において住民基本台帳に記録されている請求者の個人番号を確認するとともに、請求者に次に掲げる電子証明書（市町村長が当該市町村長の電子計算機から認証することができるものに限る。）及び当該電子証明書により確認される電子署名が行われた(ｲ)により入力する事項についての情報を送信させる方法
	(A)　署名用電子証明書
	(B)　電子署名及び認証業務に関する法律第８条に規定する認定認証事業者が作成した電子証明書（電子署名及び認証業務に関する法律施行規則（平成13年総務省・法務省・経済産業省令第２号）第４条第１号に規定する電子証明書をいう。）
	(C)　商業登記法（昭和38年法律第125号）第12条の２第１項及び第３項の規定に基づき登記官が作成した電子証明書


	(ｴ)　なお、送信された事項のみでは請求理由等が具体的に明らかにならない場合等、これらの事項に疑義がある場合には、指定の請求を受理すべきでないことはいうまでもない。

	イ　本人確認

	(7)　個人番号カードの廃止又は回収

	３　職権による従前の個人番号に代わる個人番号の指定
	ア　住所地市町村長は、２の場合のほか、当該住所地市町村が備える住民基本台帳に記載されている者の個人番号が漏えいして不正に用いられるおそれがあると認められるときは、機構に対し、当該個人番号に代えてその者の個人番号とすべき番号の生成要求を行い、機構から通知された個人番号とすべき番号をその者の個人番号として指定し、その者に係る住民票に記載するとともに、個人番号の指定をした旨及び指定をした年月日を記入し、速やかに、その者に対し、当該個人番号を個人番号通知書により通知する（法第７条第２項、法第８条第１項、令...
	イ　住所地市町村長は、従前の個人番号に代えて個人番号を指定しようとする者に対し、当該指定をしようとする理由及びその者が個人番号カードの交付を受けている者であるときは、当該個人番号カードの返納を求める旨を当該個人番号と併せて通知する。


	第２　個人番号通知書
	ア　発行
	イ　交付
	(ｱ)　個人番号通知書は、機構が、郵便等により送付する（省令第７条）。
	(ｲ)　(ｱ)の個人番号通知書が宛先なし等の理由で市町村に返戻されてきたときは、個人番号通知書の運用状況（以下「個人番号通知書運用状況」という。）を更新するとともに、当該市町村において住民票記載事項の確認、調査を行い、以下の場合においては、個人番号通知書の返還登録を行った上で、当該個人番号通知書を物理的に廃棄する。
	Ａ　他の市町村への転出を確認した場合
	Ｂ　住民票が消除されている場合

	(ｳ)　返戻された個人番号通知書を、本人に来庁させ、又は職員が本人のもとへ出向き交付する場合、次に掲げるいずれかの書類の提示を受け、本人確認を行う。
	Ａ　運転免許証、旅券その他官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって、個人識別事項が記載され、かつ、写真の表示その他の当該書類に施された措置によって、当該書類の提示を行う者が当該個人識別事項により識別される特定の個人と同一の者であることを確認することができるものとして市町村長が適当と認めるもの
	Ｂ　Ａに掲げる書類を提示することが困難であると認められる場合には、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって住所地市町村長が適当と認める二以上（当該書類の提示を受けるとともに当該書類の提示を行う者又はその者と同一の世帯に属する者に係る住民票の記載事項について申告を受けることその他の市町村長が適当と認める措置をとることにより当該書類の提示を行う者が当該書類に記載された個人識別事項により識別される特定の個人と同一の者であることを確認することができる場合には、一以上）の書類（個...

	(ｴ)　返戻された個人番号通知書を、本人の代理人に来庁させ交付する場合、次に掲げる全ての書類を提示させ、代理人の本人確認及び代理権の確認を行う。ただし、代理人が本人と同一の世帯に属する者である場合には、Ｂの書類の提出は必要ない。
	Ａ　市町村長が適当と認める書類
	Ｂ　代理人の代理権を証明する書類（次のいずれかの書類）
	(A)　代理人が法定代理人である場合には、戸籍謄本その他その資格を証明する書類
	(B)　代理人が法定代理人以外の者である場合には、委任状や保佐人及び補助人に係る登記事項証明書の代理行為目録等、交付申請者の指定の事実を確認するに足る資料

	Ｃ　代理人の本人確認書類



	第３　個人番号カードの様式等
	１　様式及び規格
	２　券面記載事項
	ア　個人番号カードは、氏名（旧氏記載者にあっては氏名及び旧氏、通称が住民票に記載されている外国人住民にあっては氏名及び通称）、住所、生年月日、性別及び個人番号カードの有効期間が満了する日をその表面に、氏名、生年月日、個人番号をその裏面に、それぞれ記載するとともに、個人番号カードの交付申請の日において１歳未満の者（以下「特定年齢未満申請者」という。）を除き、写真を表面に表示する（法第２条第７項、令第１条、省令第16条、第25条）。
	イ　住民票に記載されている氏名（旧氏記載者にあっては住民票に記載されている氏名及び旧氏、通称が住民票に記載されている外国人住民にあっては住民票に記載されている氏名及び通称）、生年月日、男女の別、住所及び個人番号を個人番号カードの表面又は裏面に記載する（省令第18条）。氏名（旧氏記載者にあっては氏名及び旧氏、通称が住民票に記載されている外国人住民にあっては氏名及び通称）又は住所の字数が多いため、個人番号カードの表面に記載できない部分があるときは、当該部分を表面の追記欄に記載し「何字加入」等と明記して...
	ウ　個人番号カードには、アのほか、表面には、個人番号カードである旨の表示、交付地市町村長名、照合番号の一部として利用するための16桁の英数字及び４桁の数字を記載する。また、裏面には、省令別記様式の「図形」を施す。
	エ　個人番号カードの交付を受けようとする者から特別の申請があった場合、所要の点字エンボス加工を行うものとする。

	３　内部記録事項
	ア　個人番号カードは、その半導体集積回路に住民票コードを記録する（省令第17条）。
	イ　個人番号カードの半導体集積回路には、アのほか、券面事項確認情報（券面に記載した氏名（旧氏記載者にあっては氏名及び旧氏、通称が住民票に記載されている外国人住民にあっては氏名及び通称）、住所、生年月日、性別、個人番号、有効期間が満了する日及び照合番号の一部として利用するための４桁の数字並びに表面に印刷した写真に関する情報をいう。）を記録する（法第２条第７項、令第１条、個人番号カード等技術基準第３－２－(7)－ア）。
	ウ　個人番号カードの半導体集積回路には、ア及びイのほか、署名券面情報を記録する（個人番号カード等技術基準第４－１－(2)－エ）。
	エ　個人番号カードの半導体集積回路には、アからウまでのほか、相互認証を行うための情報、ア又はウの暗証番号、イ又はウの全部又は一部の読み取り又は解析を行うための照合番号及び発行市町村のコードを記録する。
	オ　個人番号カードの半導体集積回路には、法第18条の条例等で定める事務を処理するために必要な事項を個人番号カード等技術基準第９の独立した領域に記録することができる。


	第４　個人番号カードの交付
	１　交付申請書の受理
	ア　交付申請書の記載事項
	(ｱ)　交付申請者の氏名及び住所
	(ｲ)　個人番号又は生年月日及び性別（交付申請者が個人番号通知書とともに発送される交付申請書の用紙を用いる場合には、生年月日及び性別）

	イ　写真の添付
	(ｱ)　申請前６月以内に撮影した無帽、正面、無背景の写真であって裏面に氏名等を記載したもの
	(ｲ)　縦の長さが4.5センチメートル、横の長さが3.5センチメートルの大きさのもの

	ウ　交付申請書の保存
	エ　住所地市町村長以外の市町村長を経由した交付申請書の提出
	(ｱ)　法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。）が当該法人の事務所、事業所その他これらに準ずるものにおいて二以上の交付申請者に係る交付申請書を取りまとめることができること。
	(ｲ)　交付申請者が東日本大震災（平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。）の影響により当該交付申請者が記録されている住民基本台帳を備える市町村の区域外に避難することを余儀なくされていること。
	(ｳ)　交付申請者が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成13年法律第31号）第１条第２項に規定する被害者であり、かつ、更なる暴力によりその生命又は身体に危害を受けるおそれがあり、かつ、当該交付申請者が記録されている住民基本台帳を備える市町村の区域外に居住していること。
	(ｴ)　交付申請者がストーカー行為等の規制等に関する法律（平成12年法律第81号）第７条に規定するストーカー行為等に係る被害を受け、かつ、更に反復して同法第２条第１項に規定するつきまとい等をされるおそれがあり、かつ、当該交付申請者が記録されている住民基本台帳を備える市町村の区域外に居住していること。
	(ｵ)　交付申請者が児童虐待の防止等に関する法律（平成12年法律第82号）第２条に規定する児童虐待を受け、かつ、再び児童虐待を受けるおそれ又は監護、教育その他児童（18歳に満たない者をいう。）の福祉のための必要な措置を受けることに支障をきたすおそれがあり、かつ、当該交付申請者が記録されている住民基本台帳を備える市町村の区域外に居住していること。

	(ｶ)　交付申請者が特定年齢未満申請者であること。
	(ｷ)　(ｲ)から（ｶ）までに掲げる事情に準ずると認められる事情があること。

	オ　郵便等又は代理人による交付申請書の提出
	カ　電子情報処理組織を使用した交付申請
	(ｱ)　ＱＲコード（交付申請書番号（統合端末又は機構の交付申請書の用紙に付与される番号をいう。以下同じ。）及び個人番号カードの申請に係る機構のホームページのアドレスに関する情報を国際標準化機構及び国際電気標準会議の規格第18004を用いて格納した図形をいう。以下同じ。）を使用して、総務大臣が適当と認めるスマートフォンその他の端末から当該ホームページを通じて個人番号カードの申請に係る情報の送信を行う方法
	(ｲ)　 ＱＲコードを使用して、総務大臣が適当と認める自動証明写真機から電気通信回線を通じて機構の使用に係る電子計算機に個人番号カードの申請に係る情報の送信を行う方法
	(ｳ)　 交付申請者の使用に係る電子計算機から(ｱ)のホームページに交付申請書番号を入力して機構の使用に係る電子計算機に個人番号カードの申請に係る情報の送信を行う方法
	(ｴ)　(ｱ)から(ｳ)に掲げる方法以外の方法で、交付申請について、入力する事項についての情報に電子署名を行わせ、当該電子署名を行った者を確認するために必要な事項を証する電子署名と併せてこれを送信させることにより、本人確認を行う方法（情報通信技術活用法第６条第１項並びに情報通信技術活用法施行規則第４条第１項及び第２項）

	キ　二重交付の禁止
	ク　交付申請書の情報の更新及び登録
	(ｱ)　氏名（氏名のふりがなを含む。）、住所、生年月日、性別、個人番号、住民票コード、旧氏又は通称
	(ｲ)　在留することができる期間（外国人住民において、住基法第30条の45に規定する区分その他在留資格の変更等があった場合に限る。）

	ケ　交付申請の取消し
	コ　個人番号カードの交付申請等のために来庁した外国人住民の在留することができる期間の満了日が残り１月程度以内である場合の案内

	２　作成
	ア　機構が個人番号カードを作成するにあたっては、特に写真の取違え等が生じることのないよう、その券面記載事項及び内部記録事項が正確であるかどうかについて留意する。
	イ　個人番号カードを作成する際に、住民票コードをその内部に記録した日から起算して、下記の区分に応じた有効期間を設定する（省令第26条及び第27条第１項）。
	(ｱ)　日本の国籍を有する者、中長期在留者（在留資格が高度専門職第２号又は永住者である者に限る。）及び特別永住者
	Ａ　作成の日において18歳以上の者　作成の日から作成の日後10回目の誕生日まで
	Ｂ　作成の日において18歳未満の者　作成の日から作成の日後５回目の誕生日まで

	(ｲ)　中長期在留者（在留資格が高度専門職第２号又は永住者である者を除く。）　作成の日から在留期間の満了の日まで
	(ｳ)　一時庇護許可者又は仮滞在許可者　作成の日から上陸期間又は仮滞在期間を経過する日まで
	(ｴ)　出生による経過滞在者又は国籍喪失による経過滞在者　作成の日から出生した日又は日本の国籍を失った日から60日を経過する日まで

	ウ　個人番号カードの交付を受けた後に次に掲げる場合に該当することとなった外国人住民は、イにかかわらず、住所地市町村長に対し、個人番号カードを提示して、その有効期間について、次に定める期間とすることを求めることができる（省令第27条第２項）。
	(ｱ)　適法に本邦に在留できる期間が延長された場合　作成の日から延長された適法に在留できる期間の満了の日（第４－２－イ－(ｱ)が適用されていたと仮定した場合における有効期間が満了する日（以下「仮定有効期間満了日」という。）が、当該延長された適法に在留できる期間の満了の日より早い場合又はその者が高度専門職第２号、永住者若しくは特別永住者となった場合には、仮定有効期間満了日）まで
	(ｲ)　在留期間の満了後も引き続き本邦に在留することができることとなった場合　作成の日から在留できる期間の満了の日（仮定有効期間満了日が、当該残留できる期間の満了の日より早い場合には、仮定有効期間満了日）まで

	エ　個人番号カードが作成された後、直ちに交付申請者に個人番号カードを交付する場合及び第４－３－(2)から(6)までの方法により個人番号カードを交付する場合を除き、交付申請者に個人番号カード交付通知書を送付する。

	３　交付
	(1)　交付時来庁方式による交付方法
	Ａ　次に掲げるいずれかの措置その他市町村長が適当と認める措置をとる場合には、次に掲げるいずれかの書類
	(A)　書類の暗証番号の入力を求めること。
	(B)　書類に組み込まれた半導体集積回路に記録された写真、氏名、生年月日及び有効期限を確認すること。
	(C)　交付申請者又は交付申請者と同一の世帯に属する者に係る住民票の記載事項その他の市町村長が適当と認める事項の申告を受けること。

	Ｂ　Ａの措置をとることが困難であると認められる場合には、Ａの書類のうち市町村長が適当と認める二以上の書類
	Ｃ　Ａ又はＢの書類の提示を受けることが困難であると認められる場合には、次に掲げる書類
	(A)　Ａに掲げる書類のうち市町村長が適当と認めるもの
	(B)　(A)のほか、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって、市町村長が適当と認めるもの（住民票に記載されている個人識別事項の記載があるものに限る。）

	Ｄ　Ａ、Ｂ又はＣの書類の提示を受けることが困難であると認められる場合には、個人番号カードの交付の申請について、交付申請者が本人であること及び当該申請が交付申請者の意思に基づくものであることを確認するため、郵便その他市町村長が適当と認める方法により交付申請者に対して文書で照会したその回答書（以下単に「回答書」という。）及び次のいずれかの書類
	(A)　第４－３－(1)－Ｃ－(A)に掲げる書類
	(B)　(A)の書類の提示を受けることが困難であると認められる場合には、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって、市町村長が適当と認める二以上の書類（住民票に記載されている個人識別事項の記載があるものに限る。）

	Ｅ　ＡからＤまでの書類の提示を受けることが困難であると認められる場合であって、第４－３－(1)－Ａ－(C)の措置をとるときは、回答書、第４－３－(1)－Ｃ－(B)に掲げる書類及び次のいずれかの書類（交付申請者又は交付申請者と同一の世帯に属する者に係る住民票に記載されている氏名及び住所の記載並びに領収日付の押印又は発行年月日の記載があるもので、その日が本人確認の措置をとる日前３月以内であるものに限る。）
	(A)　国税又は地方税の領収証書又は納税証明書
	(B)　次に掲げるいずれかの社会保険料の領収証書
	ａ　健康保険の保険料
	ｂ　国民健康保険の保険料又は国民健康保険税
	ｃ　後期高齢者医療制度による保険料
	ｄ　介護保険の保険料
	ｅ　労働保険料
	ｆ　国民年金の保険料
	ｇ　農業者年金の保険料
	ｈ　厚生年金保険の保険料
	ｉ　船員保険の保険料
	ｊ　国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号）の規定による掛金
	ｋ　地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）の規定による掛金
	ｌ　私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号）の規定により加入者として負担する掛金
	ｍ　恩給法（大正12年法律第48号）第59条（恩給納金）（他の法律において準用する場合を含む。）の規定による納金

	(C)　公共料金（日本国内において供給される電気、ガス及び水道水その他これらに準ずるものに係る料金をいう。）の領収証書・検針票（なお、第４－３－(1)－Ｃ－(B)に掲げる書類に相当するものとして学生証アプリ等の提示を受けていないときは、検針票に相当するアプリケーションに係る映像面の提示を受けることも考えられるが、(A)から(C)までに掲げる書類の提示を受けることが困難であると認められる場合であって、映像面の操作を求める措置（必要に応じて追加で第４－３－(1)－Ａ－(C)の措置）をとる場合に限る。令...


	(2)　申請時来庁方式及び出張申請受付方式による交付方法
	ア　本人限定受取郵便等（その取扱いにおいて名あて人本人若しくは差出人の指定した名あて人に代わって受け取ることができる者に限り交付する郵便又はこれらに準ずるものをいう。）により送付する方法
	イ　交付申請者に係る住民票に記載されている住所にあてて、書留郵便等により、転送不要郵便物等として送付する方法（当該交付申請者が当該方法により確実に交付を受けることができる旨を住所地市町村長に申し出た場合に限る。）
	ウ　病院への入院その他のやむを得ない理由によりア又はイに掲げる方法により交付することが困難であると認められる場合には、交付申請者の所在地にあてて、書留郵便等により、転送不要郵便物等として送付する方法（当該交付申請者が当該方法により確実に交付を受けることができる旨を住所地市町村長に申し出た場合に限る。）

	(3)　住所地市町村長以外の市町村長を経由した申請時来庁方式及び出張申請受付方式による交付方法
	ア　(1)に掲げるいずれかの書類の写し
	イ　暗証番号設定依頼書兼個人番号カード送付先情報登録申請書

	(4)　特急発行方式による交付方法
	(5)　住所地市町村長以外の市町村長を経由した特急発行方式による交付方法
	(6)　出生届と同時に交付申請書を提出する場合の特急発行方式による交付方法
	(7)　15歳未満の者及び成年被後見人が交付申請者である場合の交付方法
	ア　児童虐待等の理由により法定代理人に対し市町村の事務所への出頭を求めることが不適当又は困難である場合
	(ｱ)　里親等に監護されている場合
	(ｲ)　児童福祉施設に入所している場合

	イ　法定代理人が不在である場合
	(ｱ)　里親等に監護されている場合
	(ｲ)　児童福祉施設に入所している場合


	(8)　交付申請者の代理人に対する交付方法
	ア　交付申請者の出頭が困難であることを疎明するに足りる資料
	イ　代理人の代理権を証明する書類（次のいずれかの書類）
	(ｱ)　代理人が法定代理人である場合には、戸籍謄本その他その資格を証明する書類
	(ｲ)　代理人が法定代理人以外の者である場合には、委任状や保佐人及び補助人に係る登記事項証明書の代理行為目録等、交付申請者の指定の事実を確認するに足る資料

	ウ　代理人の本人確認書類
	エ　交付申請者の本人確認書類（次のいずれかの書類）
	(ｱ)　次の各号に掲げる書類のうち二以上（Ａに掲げる書類から一以上）
	Ａ　第４－３－(1)－Ａに掲げる書類
	Ｂ　Ａに掲げるもののほか、官公署から発行され、又は発給された書類その他これに類する書類であって市町村長が適当と認めるもの（交付申請者の個人識別事項が記載され、及び交付申請者の写真が表示されたものに限る。）

	(ｲ)　(ｱ)の書類の提示を受けることが困難な場合は、次に掲げる書類
	Ａ　第４－３－(1)－Ａに掲げる書類
	Ｂ　国民健康保険、健康保険、船員保険、後期高齢者医療若しくは介護保険の被保険者証、健康保険日雇特例被保険者手帳、国家公務員共済組合若しくは地方公務員共済組合の組合員証、私立学校教職員共済制度の加入者証、国民年金手帳又は児童扶養手当証書その他の市町村長が適当と認める書類（交付申請者の個人識別事項の記載があるものに限る。）

	(ｳ)　(ｱ)又は(ｲ)の書類の提示を受けることが困難な場合は、次に掲げる書類（交付申請者が特定年齢未満申請者であるときは、Ａに掲げる書類の提示を要しない）
	Ａ　(ｱ)－Ｂに掲げる書類
	Ｂ　(ｲ)－Ｂに掲げる書類のうち二以上


	オ　回答書
	カ　交付申請者への交付申請者の代理人に対して交付した旨の通知

	(9)　個人番号カードの暗証番号の設定
	ア　交付申請者又はその法定代理人に個人番号カードを交付する場合は、交付申請者又はその法定代理人自ら、住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーション及び券面事項入力補助アプリケーションに関する数字４桁からなる暗証番号を個人番号カードに設定させる（省令第33条第１項）。なお、二種類の暗証番号が同一でも差し支えない。
	イ　(2)又は(3)の方法により個人番号カードを交付する場合は、交付申請者に住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーション及び券面事項入力補助アプリケーションに関する数字４桁からなる暗証番号を暗証番号設定依頼書に記載させ、住所地市町村長に届出をさせた上で、住所地市町村の職員が当該暗証番号を設定する。第４－１－エの場合にあっては、住所地市町村長以外の市町村長を経由して住所地市町村長に届出をさせた上で、住所地市町村の職員が当該暗証番号を設定する（省令第33条第４項）。なお、二種類の暗証番号が同...
	ウ　交付申請者の法定代理人以外の代理人に個人番号カードを交付する場合には、回答書等に交付申請者によって住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーション及び券面事項入力補助アプリケーションに関する数字４桁からなる暗証番号を記載させ、届出をさせた上で、市町村職員が当該暗証番号を設定する（省令第33条第５項）。なお、二種類の暗証番号が同一でも差し支えない。
	エ　(4)から(6)までの方法により個人番号カードを交付する場合（(4)に掲げる者が、市町村長が指定する場所に出頭して交付申請書を提出した場合であって、(1)の方法により個人番号カードを交付するときにおいて、その者が、当該市町村長が適当と認める者である場合を含む。）は、交付申請者に住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーション及び券面事項入力補助アプリケーションに関する数字４桁からなる暗証番号を暗証番号設定依頼書に記載させ、住所地市町村長を経由して機構に届出をさせた上で、機構が当該暗証番号...

	(10)　個人番号カードの交付に係るその他の留意事項
	ア　個人番号カードの券面事項入力補助アプリケーションについて、基本四情報の一部に、代替文字が必要な場合には、交付申請者本人若しくは代理人に選択させた該当部分の代替文字又は交付申請者より事前に申告された代替文字を入力する。原則として交付申請者又は代理人の選択を尊重するが、社会通念に照らして代替文字と本来の文字がかけ離れていると判断した場合には、交付申請者又は代理人に説明し、了解を得たうえで、選択し直すことも差し支えない。
	イ　個人番号カードを交付するにあたっては、その券面記載事項及び内部記録事項が正確であるかどうかについて留意する。
	ウ　個人番号カードを交付した場合は、その処理と連動して、個人番号カード運用状況を運用中とする。
	エ　交付申請者が住民基本台帳カードの交付を受けている場合は、当該住民基本台帳カードのカード運用状況（以下「住民基本台帳カード運用状況」という。）を廃止とし、住民基本台帳カード返納届を添えて、当該住民基本台帳カードを返納させる（番号法総務省関係整備令附則第２条第１項）。ただし、(2)から(5)までの方法により個人番号カードの交付を行う場合には、交付申請が取り消される場合に備えて、住民基本台帳カード運用状況を直ちに廃止とせず（当該住民基本台帳カードに電子証明書が搭載されている場合には当該電子証明書につ...
	オ　個人番号カードの交付を行うにあたっては、交付申請者に対し、既に失効した個人番号カードを返納せずに保有していることがないかを確認し、返納がなされていない場合には返納するよう促すものとすること（法第17条第11項）。
	カ　個人番号カードの交付を行うにあたっては、第４－２－エの個人番号カード交付通知書を計画的に送付する、窓口において迅速にカード交付処理を行うための体制を整備する等の措置を講ずることにより、窓口における交付申請者の待ち時間を可能な限り短縮するよう努めること。
	キ　個人番号カードを直ちに交付した場合には、交付申請者にその旨を通知する文書を送付することが適当であること。送付については、第４－２－エに準じて取り扱う。



	第５　個人番号カードの再交付
	１　再交付申請書の受理
	ア　再交付の事由
	(ｱ)　個人番号カードを紛失し、焼失し、又は著しく損傷した場合
	(ｲ)　個人番号カードの機能が損なわれた場合

	イ　再交付申請書の記載事項並びに交付申請書情報の入力及び登録
	ウ　写真の添付
	エ　再交付申請書の保存
	オ　住所地市町村長以外の市町村長を経由した再交付申請書の提出
	カ　郵便等又は代理人による再交付申請書の提出
	キ　電子情報処理組織を使用した再交付申請
	ク　二重交付の禁止
	(ｱ)　遺失届を届け出た警察署及びその連絡先並びに遺失届受理番号が記載された個人番号カード紛失届
	(ｲ)　消防署又は市町村の発行する罹災証明書
	(ｳ)　(ｱ)又は(ｲ)に掲げる書類の提出が困難な場合には、紛失又は焼失の経緯を記載した書類

	ケ　個人番号カードの再交付申請の取消しについては、第４－１－ケに準じて取り扱う。

	２　作成
	３　再交付

	第６　個人番号カードの有効期間内の交付
	１　交付申請書の受理
	ア　有効期間内の交付の事由
	(ｱ)　個人番号カードの有効期間の満了する日までの期間が３月未満となった場合
	(ｲ)　個人番号カードの表面の追記欄の余白がなくなった場合その他住所地市町村長が特に必要と認める場合

	イ　交付申請書の記載事項並びに交付申請書情報の入力及び登録
	ウ　写真の添付
	エ　交付申請書の保存
	オ　住所地市町村長以外の市町村長を経由した交付申請書の提出
	カ　郵便等又は代理人による交付申請書の提出
	キ　電子情報処理組織を使用した交付申請
	ク　二重交付の禁止
	ケ　個人番号カードの有効期間内の交付申請の取消しについては、第４－１－ケに準じて取り扱う。

	２　作成
	３　交付

	第７　個人番号カードのその他の手続
	１　最初の転入届の受理の際に講ずべき措置
	ア　個人番号カードの交付を受けている者が住基法第24条の２第１項に規定する最初の転入届をする場合には、市町村長は、当該個人番号カードを転入届と同時に提出させ、当該届出の年月日及び新たな住所を表面の追記欄に記載し、「転入」と明記してこれに職印を押した上で、これを返還する。また、券面記載事項の変更に伴い、第４－３－(9)により設定した住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーションに関する暗証番号の入力を経て、内部記録事項を変更する。その際、変更後の内容が内部記録事項に正確に反映されているかにつ...
	イ　同一の世帯に属する者以外の代理人（本人の法定代理人である場合を除く。）が本人の代理でアの処理を申し出た場合は、本人の個人番号カードの住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーションに関する暗証番号の照合が必要であるため、第４－３－(9)－ウに準じて取り扱う（本人と同一の世帯に属する者及び法定代理人であれば、暗証番号を入力させることとして差し支えない。）。

	２　個人番号カードの券面記載事項の変更届出
	ア　市町村長は、第７－１－ア以外の場合において、個人番号カードの券面記載事項に変更を生じたときは、当該個人番号カードを添えて、個人番号カードの券面記載事項の変更内容並びにその者の氏名及び住所を記載した変更届を提出させる（法第17条第８項）。
	イ　個人番号カードの券面記載事項の変更届（転入届の受理の際に第７－１－アの処理がされていない個人番号カード（令第14条第３号に該当していないものに限る。）に係る届出を含む。）の提出があった場合は、当該届出の年月日及び変更後の内容を表面の追記欄に記載し「転居」、「職権修正」、「転入」等と明記してこれに職印を押した上で、これを返還する。また、券面記載事項の変更に伴い、第４－３－(9)により設定した住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーションに関する暗証番号の入力を経て、内部記録事項を変更する...
	ウ　本人以外の者による変更届については、第７－１―イに準じて取り扱う。
	エ　券面記載事項変更届の様式は、次に掲げる様式第１のとおりとする。

	３　個人番号カードの暗証番号の変更
	ア　市町村長は、個人番号カードの住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーション又は券面事項入力補助アプリケーションに関する暗証番号の変更を行おうとする者に対し、当該個人番号カードを添えて、その氏名及び住所を記載した暗証番号変更・再設定申請書を提出させる。変更申請者又はその法定代理人に、自ら旧暗証番号及び新暗証番号を個人番号カードに設定させる。この場合において、交付申請者又はその法定代理人の同意が得られるときや、暗証番号の設定が困難であると認められるときは、市町村職員が必要な補助を行うことと...
	イ　個人番号カードの住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーション又は券面事項入力補助アプリケーションに関する暗証番号の変更を行おうとする者の法定代理人以外の代理人が本人の個人番号カードを添えて暗証番号変更申請書を提出したときは、代理人に対し、次に掲げる書類を全て提示させ、代理人の代理権の存在及び代理人が本人であることを確認する（省令第33条第９項）。
	(ｱ)　交付申請者の署名又は記名押印がある委任状
	(ｲ)　回答書
	(ｳ)　代理人の本人確認書類

	ウ　個人番号カードの住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーション又は券面事項入力補助アプリケーションに関する暗証番号の変更については、第４－３－(9)に準じて取り扱う。

	４　個人番号カードの暗証番号の再設定
	ア　市町村長は、個人番号カードの住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーション又は券面事項入力補助アプリケーションに関する暗証番号の再設定を行おうとする者に対し、当該個人番号カードを添えて、その氏名及び住所を記載した暗証番号変更・再設定申請書を提出させる。再設定申請者又はその法定代理人に対し、第４－３－(1)又は(4)により本人確認を行った上で、自ら新暗証番号を個人番号カードに設定させる。この場合において、交付申請者又はその法定代理人の同意が得られるときや、暗証番号の設定が困難であると認め...
	イ　個人番号カードの住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーション又は券面事項入力補助アプリケーションに関する暗証番号の再設定を行おうとする者の法定代理人以外の代理人が本人の個人番号カードを添えて暗証番号再設定申請書を提出したときは、第７－３－イに準じて取り扱う。
	ウ　個人番号カードの住民基本台帳ネットワークシステムに係るアプリケーション又は券面事項入力補助アプリケーションに関する暗証番号の再設定については、第４－３－(9)に準じて取り扱う。

	５　個人番号カードを紛失した旨の届出
	ア　個人番号カードの交付を受けている者から、個人番号カードを紛失した旨の届出を受けたときは、直ちに個人番号カード運用状況を一時停止とする（法第17条第９項）。
	イ　電話又は窓口での口頭による届出も受理することとし、氏名、住所並びに個人番号又は生年月日及び性別等の申告を求め、本人確認を行う。
	ウ　個人番号カードを紛失した旨の届出の受理状況についての市町村任意形式の記録簿を作成し、管理する。
	エ　紛失・廃止届の様式は、次に掲げる様式第１のとおりとする。

	６　紛失した個人番号カードを発見した旨の届出
	ア　個人番号カードを紛失した旨の届出をした者（個人番号カードの再交付を受けた者を除く。）から、紛失した個人番号カードを発見した旨の届出を受けたときは、個人番号カード運用状況を運用中とする（省令第30条）。
	イ　アの届出を受理するに際しては、発見した個人番号カードを提示させる。
	ウ　一時停止解除届の様式は、次に掲げる様式第１のとおりとする。

	７　個人番号カードの廃止又は回収
	ア　個人番号カードの交付を受けている者から、個人番号カード返納届を添えて、個人番号カードの返納があったときは、個人番号カード運用状況を廃止及び回収とする（法第17条第11項、令第15条第１項、第２項及び第４項、省令第31条）。
	イ　個人番号カードの交付を受けている者が次のいずれかに該当した場合には、直前の住所地市町村長は、当該個人番号カードを個人番号カード返納届を添えて返納させ、個人番号カード運用状況を廃止及び回収とする（令第15条第３項）。
	(ｲ)の場合（最初の転入届を行うことなく、転入をした日から14日を経過した場合に限る。）であって、当該期間内に当該最初の転入届を行えなかったことに正当な理由があると住所地市町村長が認めるときは、個人番号カードを返納させず、個人番号カード運用状況を廃止及び回収としないこととして差し支えない。
	(ｱ)　国外に転出したとき（その者が戸籍の附票に記録されている者であり、かつ、法第17条第６項（住民基本台帳法第17条第３号に規定する国外転出届をする場合に係る部分に限る。）の規定により個人番号カードの提出を受けた市町村長が法第17条第７項の規定により同項に規定する措置を講じたときを除く。）。
	(ｲ)　最初の転入届を行うことなく、当該転出届により届け出た転出の予定日から30日を経過し、又は転入をした日から14日を経過したとき。
	(ｳ)　住民基本台帳法の適用を受けない者となったとき。
	(ｴ)　住民票が消除されたとき（転出したとき（国外に転出したときを除く。）、日本の国籍の取得若しくは喪失をしたとき、死亡したとき及び(ｱ)又は(ｳ)に該当したときを除く。）。

	ウ　個人番号カードの交付を受けている者が次のいずれかに該当した場合には、住所地市町村長は、当該個人番号カード（(ｵ)の場合は、発見した個人番号カード）を個人番号カード返納届を添えて返納させ、個人番号カード運用状況を廃止及び回収とする（令第15条第２項、省令第28条第５項）。
	(ｱ)　個人番号カードの有効期間が満了したとき。
	(ｲ)　転出届をした場合において、当該転出届に係る最初の転入届を受けた市町村長に個人番号カードの提出を行うことなく、最初の転入届をした日から90日を経過し、又は当該市町村長の統括する市町村から転出したとき。
	(ｳ)　住民票に記載されている住民票コードについて記載の修正が行われたとき。
	(ｴ)　本人の請求又は職権による従前の個人番号に代わる個人番号の指定により個人番号カードの返納を求められたとき。
	(ｵ)　個人番号カードの再交付を受けた場合において、紛失した個人番号カードを発見したとき。
	(ｶ)　個人番号カードの交付又は第７－１－ア若しくは２－イによる個人番号カードの返還が錯誤に基づき、又は過失によってされた場合において、当該個人番号カードを返納させる必要があると認められ、当該個人番号カードの返納を命ぜられたとき。

	エ　個人番号カードの交付を受けている者の住民票が消除されたとき（転出をしたとき又は日本の国籍の取得若しくは喪失をしたときを除く。）は、アの場合を除き、その処理と連動して、個人番号カード運用状況を廃止とする（令第14条第４号、第11号及び第12号並びに住基令第８条の２）。
	オ　錯誤に基づき、又は過失により個人番号カードを交付した場合であって、当該個人番号カードの返納を命ずることを決定した旨を通知し、又は公示したときは、個人番号カード運用状況を廃止とする（令第14条第14号及び第16条）。
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